
特定機能病院の現状（業務報告から）③ 

 
注）論文数、剖検率については、業務報告書を提出する年度の前年度の実績 
   研修医数については、業務報告書を提出する年度の前年度の１０月１日現在 

出典：特定機能病院の業務報告 
    （平成15年度、平成２２年度） 

平成１５年度業務報告（８１病院） 平成２２年度業務報告（８３病院） 
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高度の医療の提供について 

＜医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）＞ 

○特定機能病院以外の病院では通常提供することが難しい診療の提供を行うこと。 

 

＜医療法の一部を改正する法律の一部の施行について（平成５年２月１５日健政発第９８号厚生省健康政策局長通知）＞ 

○「特定機能病院以外の病院では通常提供することが難しい診療の提供を行うこと」とは、 

 ①先進医療 

 ②特定疾患治療研究事業の対象とされている疾患についての診療 

 を主に想定したものであること。 

○①の先進医療の提供は必須。 

○厚生労働大臣の承認等を受けた①の先進医療の数が１件の場合には、②の特定疾患治療研究事業に 

 係る診療を年間５００人以上の患者に対して行うものであること。 

○既に特定機能病院に係る承認を受けている病院について、その提供する先進医療が、健康保険法の 

 規定による療養に要する費用の額の算定方法（平成６年厚生省告示第５４号）に規定する医療技術に採 

 り入れられたことにより、前記の要件に適合しなくなった場合には、おおむね３年以内を目途に、適合す 

 るようにすべきものであること。 

○「高度の医療」を①・②に限定する趣旨ではなく、また、これらの医療の提供機能、開発及び評価機能 

 並びに研修機能を特定機能病院に限定する趣旨ではないこと。 

 

（以下、略） 



先進医療と高度医療の比較 

 

                 
                                         

先進医療 
（第２項先進医療） 

高度医療 
（第３項先進医療） 

実施要件 
施設基準を満たせば届出にて施
行可能 

個別に認められることによって施
行可能 

薬事法上、 
未承認・適応外使用の 

医薬品・医療機器 
の使用 

× 
○ 

（治験や薬事承認につながる 
科学的評価可能なデータ収集 
の迅速化を目的） 

高度医療評価会議 
での評価 ー 

○ 
（試験計画（予定の試験期間及び症
例数、モニタリング体制及び実施方
法等）、安全性、有効性等） 



左軸：先進医療の種類ごとの取扱患者数   右軸：先進医療の届出件数 

特定機能病院の先進医療（第２項）の実施状況 
○ 特定機能病院における先進医療（第２項）の取扱患者数をみたところ、患者取扱数は０人から３４４人まで分布しており、合計は 
  ２，６３８人、平均すると３２人。先進医療（第２項）を実施している病院は７４病院。  
○ 同様に、届出を行っている先進医療（第２項）の件数は０件から１３件まで分布しており、合計は３３０件、平均は４件。 １件以上 
  届出を行っている病院は８２病院。 

平成２２年度の特定機能病院の業務報告を基に作成 

（人） 

（件） ※先進医療とは、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術について、有効性等を確保するために一定の施設基準を 
  設定し、保険診療との併用を認めるもの。 
※第２項先進医療は、薬事法上の承認を受けた医薬品・医療機器を用いた医療技術であって、今後保険導入の検討を行う対 
  象とする医療技術。 
※平成２１年度の実績 
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左軸：先進医療の種類ごとの取扱患者数   右軸：先進医療の承認件数 

特定機能病院の先進医療（第３項）の実施状況 
○ 特定機能病院における先進医療（第３項）の承認件数をみると、０件から７件まで分布しており、合計は１０２件、平均すると１件 
  強。同様に取扱患者数をみると、０人から４７９人まで分布しており、合計は２，６７６人、平均は３２人。 
○ また、承認件数が１件以上の病院は４５病院（承認件数が０件の病院が３８病院）、取扱患者数が１人以上の病院は４０病院（取 
  扱患者数が０の病院は４３病院）。 

平成２２年度の特定機能病院の業務報告を基に作成 

（件） ※先進医療とは、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術について、有効性等を確保するために一定の施設基準を 
  設定し、保険診療との併用を認めるもの。 
※第３項先進医療は、薬事法上未承認・適応外の医薬品・医療機器を用いた医療技術であって、治験や薬事承認につながる 
  データ収集の迅速化を目的とするもの。 
※平成２１年度の実績 

（人） 



特定機能病院の先進医療の実施状況① 
○ 第２項の先進医療について、取扱患者数ごとに区切って病院数をみると、取扱患者数が２０人未満の病院が５２病院と最も多 
 く、１００人以上の病院は７病院であった。取扱患者数が１００人以上の７病院で、特定機能病院における先進医療（第２項）の半数 
 程度が実施されている。 
○ 第３項の先進医療について、取扱患者数ごとに区切って病院数をみると、取扱患者数が０人の病院が４３病院と最も多く、１００ 
 人以上の病院は９病院であった。取扱患者数が１００人以上の９病院で、特定機能病院における先進医療（第３項）の４分の３程度 
 が実施されている。 

平成２２年度の特定機能病院の業務報告を基に作成 
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取扱患者数 

病院数 取扱患者数の累積割合 

※先進医療とは、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術について、有効性等を確保するために一定の施設基準を設定し、保険診療との併用を 
 認めるもの。 
※第２項先進医療は、薬事法上の承認を受けた医薬品・医療機器を用いた医療技術であって、今後保険導入の検討を行う対象とする医療技術。 
※第３項先進医療は、薬事法上未承認・適応外の医薬品・医療機器を用いた医療技術であって、治験や薬事承認につながるデータ収集の迅速化を目的と 
 するもの。 
※平成２１年度の実績 
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取扱患者数 

病院数 取扱患者の累積割合 
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特定機能病院の先進医療の実施状況② 

※先進医療とは、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術について、有効性等を確保するために一定の施設基準を設定し、保険診療との併用を 
 認めるもの。 
※第２項先進医療は、薬事法上の承認を受けた医薬品・医療機器を用いた医療技術であって、今後保険導入の検討を行う対象とする医療技術。 
※第３項先進医療は、薬事法上未承認・適応外の医薬品・医療機器を用いた医療技術であって、治験や薬事承認につながるデータ収集の迅速化を目的と 
 するもの。 
※平成２１年度の実績 平成２２年度の特定機能病院の業務報告を基に作成 

○特定機能病院における先進医療の実施状況について、第２項の先進医療の届出件数と第３項の先進医療の 
  承認件数に特段相関関係はなかった。 
○また、第２項の先進医療の取扱患者数と第３項の先進医療の取扱患者数についても特段相関関係はなかった。 
 

0人 

5人 

10人 

15人 

20人 

25人 

30人 

35人 

40人 

45人 

50人 

0人 10人 20人 30人 40人 50人 

〔拡大〕 



難治性疾患克服研究事業  

臨床調査研究分野のうち、治
療が極めて困難で、かつ医療
費が高額な疾患について、医
療の確立、普及を図るととも
に、患者の医療費負担の軽
減を図る。 

・ライソゾーム病 
・特発性間質性肺炎 
・表皮水疱症 
・筋萎縮性側索硬化症 （ＡＬＳ）  

     研究奨励分野 
    ＜平成21年度新設＞ 
      

・骨髄線維症 
・側頭動脈炎 
・フィッシャー症候群 
・色素性乾皮症  
             など 

特定疾患治療研究事業 
＜医療費助成＞  

難治性疾患克服研究事業 
＜研究費助成＞ 

臨床調査研究分野 
  （１３０疾患） 

 横断的基盤研究分野 (※1) 
（疾患横断的に病因・病態解明） 

 重点研究分野 (※1) 
（革新的診断・治療法を開発 ） 

 
４要素を満たす疾患のうち臨床
調査研究分野に含まれないもの
であって、これまで研究が行わ
れていない疾患について、実態
把握や診断基準の作成、疾患概
念の確立等を目指す。 

・希少性（患者数５万人未満） 
・原因不明 
・治療方法未確立 
・生活面への長期の支障 
の４要素を満たす疾患から選定
し原因究明などを行う 。 

 など 

（５６疾患 ※2） 

※１ 重点研究分野及び横断的基盤研究分野の対象疾患は、臨床調査研究分野の対象疾患と同じ。 
※２ 特定疾患治療研究事業には５６疾患の他、血友病患者等治療研究事業を含む。 

※ 平成２１年度は177疾患が対象 
   平成２２年度は214疾患に対象が拡大 

       指定研究 
  （難病対策に関する行政的課題 
   に関する研究） 



難治性疾患克服研究事業 臨床調査研究分野（１３０疾患） 

血 液 系 特発性造血障害 ○再生不良性貧血、溶血性貧血、不応性貧血（骨髄異形成症候群）、骨髄線維症 

  血液凝固異常症 ○特発性血小板減少性紫斑病、特発性血栓症、血栓性血小板減少性紫斑病（ＴＴＰ） 

  
原発性免疫不全症
候群 

○原発性免疫不全症候群 

免    疫 難治性血管炎 
○大動脈炎症候群(高安動脈炎）、○ビュルガー病（バージャー病）、○結節性動脈周囲炎、○ウェゲナー肉芽腫症、  
○悪性関節リウマチ、アレルギー性肉芽腫性血管炎、側頭動脈炎、抗リン脂質抗体症候群 

  自己免疫疾患 ○全身性エリテマトーデス（SLE）、○皮膚筋炎及び多発性筋炎、シェーグレン症候群、成人スティル病 

  ベーチェット病 ○ベーチェット病 

内分泌系 
ホルモン受容機構異
常 

偽性副甲状腺機能低下症、ビタミンＤ受容機構異常症、ＴＳＨ受容体異常症、甲状腺ホルモン不応症 

  
間脳下垂体機能障
害 

○間脳下垂体機能障害【ＰＲＬ分泌異常症、ゴナドトロピン分泌異常症、ＡＤＨ分泌異常症、下垂体機能低下症、クッシン
グ病、先端巨大症、下垂体性ＴＳＨ分泌異常症】 

  
副腎ホルモン産生異
常 

原発性アルドステロン症、偽性低アルドステロン症、グルココルチコイド抵抗症、副腎酵素欠損症、副腎低形成（アジソン
病） 

  中枢性摂食異常症 中枢性摂食異常症 

代 謝 系 原発性高脂血症 原発性高脂血症（○家族性高コレステロール血症（ホモ接合体）） 

  アミロイドーシス ○アミロイドーシス 

神経・筋 遅発性ウイルス疾患 
○プリオン病【クロイツフェルト・ヤコブ病（ＣＪＤ）、ゲルストマン・ストロイスラー・シャインカー病（ＧＳＳ）、致死性家族性不
眠症】、○亜急性硬化性全脳炎（ＳＳＰＥ）、進行性多巣性白質脳炎（ＰＭＬ） 

  運動失調症 ○脊髄小脳変性症、○多系統萎縮症【シャイ・ドレーガー症候群、線条体黒質変性症】、○副腎白質ジストロフィー 

  神経変性疾患 
○筋萎縮性側索硬化症（ALS）、○パーキンソン病関連疾患【パーキンソン病、進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症】、○ハ
ンチントン病、○脊髄性筋萎縮症、○球脊髄性筋萎縮症、脊髄空洞症、原発性側索硬化症、有棘赤血球舞踏病 

  
ライソゾーム病・ 
ペルオキシソーム病 

○ライソゾーム病【ファブリー病】、ペルオキシソーム病 

  免疫性神経疾患 
○多発性硬化症、○重症筋無力症、ギラン・バレー症候群、フィッシャー症候群、○慢性炎症性脱髄性多発神経炎、多巣性運動
ニューロパチー（ルイス・サムナー症候群）、単クローン抗体を伴う末梢神経炎（クロウ・フカセ症候群）、HTLV-1関連脊髄症(HAM) 

  正常圧水頭症 正常圧水頭症 

  モヤモヤ病 ○モヤモヤ病（ウィリス動脈輪閉塞症） 

※○は特定疾患治療研究事業の対象疾患 



視 覚 系 
網膜脈絡膜・視神
経萎縮症 

○網膜色素変性症、加齢性黄斑変性症、難治性視神経症 

聴覚・平 
衡機能系 

前庭機能異常 メニエール病、遅発性内リンパ水腫 

  急性高度難聴 突発性難聴、特発性両側性感音難聴 

循環器系 特発性心筋症 ○特発性拡張型（うっ血型）心筋症、○肥大型心筋症、○拘束型心筋症、○ミトコンドリア病、家族性突然死症候群 

呼吸器系 びまん性肺疾患 ○特発性間質性肺炎、びまん性汎細気管支炎、○サルコイドーシス 

  呼吸不全 
○原発性肺高血圧症、○特発性慢性肺血栓塞栓症（肺高血圧型）、若年性肺気腫、ランゲルハンス細胞組織球症、
肥満低換気症候群、肺胞低換気症候群、○リンパ脈管筋腫症（ＬＡＭ） 

消化器系 
難治性炎症性腸管
障害 

○潰瘍性大腸炎、○クローン病 

  
難治性の肝・胆道
疾患 

○原発性胆汁性肝硬変、自己免疫性肝炎、○難治性の肝炎のうち劇症肝炎、肝内結石症、肝内胆管障害 

  門脈血行異常症 ○バッド・キアリ（Budd-Chiari）症候群、特発性門脈圧亢進症、肝外門脈閉塞症 

  難治性膵疾患 ○重症急性膵炎、膵嚢胞線維症、慢性膵炎 

皮膚・ 
結合組織 

稀少難治性皮膚疾
患 

○表皮水疱症（接合部型及び栄養障害型）、○膿胞性乾癬、○天疱瘡、先天性魚鱗癬様紅皮症 

  強皮症 ○強皮症、好酸球性筋膜炎、硬化性萎縮性苔癬 

  混合性結合組織病 ○混合性結合組織病 

  神経皮膚症候群 
○神経線維腫症【神経線維腫症Ⅰ型（レックリング・ハウゼン病）、神経線維腫症（Ⅱ型）】、結節性硬化症（プリング
ル病）、色素性乾皮症（ＸＰ） 

  
重症多形滲出性紅
斑 

○重症多形滲出性紅斑（急性期） 

骨・関節 
系 

脊柱靱帯骨化症 
○後縦靱帯骨化症、○広範脊柱管狭窄症、○黄色靱帯骨化症、前縦靱帯骨化症、進行性骨化性線維異形成症
（ＦＯＰ） 

  
特発性大腿骨頭壊
死症 

○特発性大腿骨頭壊死症、特発性ステロイド性骨壊死症 

腎・ 
泌尿器系 

進行性腎障害  IgＡ腎症、急速進行性糸球体腎炎、難治性ネフローゼ症候群、多発性嚢胞腎 

ス モ ン スモン ○スモン 



60 

45 

30 

15 

0 

15 

30 

45 

60 20000 

15000 

10000 

5000 

0 

5000 

10000 

15000 

20000 

特定疾患治療研究事業の対象となる疾患の診療実績 

左軸：取扱患者数（疾患によって色分け）  右軸：取扱い疾患数 

（人） 

（件） 

○特定疾患治療研究事業にかかる診療実績は、取扱患者数についてみると、最大で１７，５７４人、最小で２４人。
○また、取扱疾患数についてみると、最大で５５件、最小で１０件。 

平成２２年度の特定機能病院の業務報告を基に作成 

○特定機能病院の承認を行うにあたって、例えば、以下の項目について特定機能病院の承認要件の中に位置づけたり、ある 
  いは取り組みの一層の強化を求めてはどうかとの指摘があり、検討が必要である。 
   （１）難治性疾患への対応 

医療施設体系のあり方に関する検討会「これまでの議論を踏まえた整理」での指摘事項 



疾患名 
医療受給者証所

持者数 
疾患名 

医療受給者証
所持者数 

ベーチェット病 17,693 モヤモヤ病（ウィリス動脈輪閉塞症） 12,885 

多発性硬化症 14,227 ウェゲナー肉芽腫症 1,607 

重症筋無力症 17,125 特発性拡張型(うっ血型)心筋症 22,134 

全身性エリテマトーデス 57,253 
多系統萎縮症(線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎
縮症、シャイ・ドレーガー症候群) 

11,119 

スモン 1,756 表皮水疱症(接合部型及び栄養障害型) 329 

再生不良性貧血 9,479 膿疱性乾癬 1,635 

サルコイドーシス 20,150 広範脊柱管狭窄症 3,986 

筋萎縮性側索硬化症 8,492 原発性胆汁性肝硬変 17,056 

強皮症、皮膚筋炎及び多発性筋炎 41,648 重症急性膵炎 1,185 

特発性血小板減少性紫斑病 22,853 特発性大腿骨頭壊死症 13,316 

結節性動脈周囲炎 7,185 混合性結合組織病 9,016 

潰瘍性大腸炎 113,306 原発性免疫不全症候群 1,162 

大動脈炎症候群 5,572 特発性間質性肺炎 5,681 

ビュルガー病 7,591 網膜色素変性症 25,952 

天疱瘡 4,557 プリオン病 424 

脊髄小脳変性症 23,233 原発性肺高血圧症 1,272 

クローン病 30,891 神経線維腫症 2,990 

難治性の肝炎のうちの劇症肝炎 266 亜急性硬化性全脳炎 95 

悪性関節リウマチ 6,049 バッド・キアリ(Budd-Chiari)症候群 248 

パーキンソン病関連疾患(進行性核上性麻痺、大脳皮質
基底核変性症、パーキンソン病) 

104,400 特発性慢性肺血栓塞栓症(肺高血圧型) 1,105 

アミロイドーシス 1,419 ライソゾーム病(ファブリー〔Fabry〕病含む。) 730 

後縦靭帯骨化症 29,291 副腎白質ジストロフィー 176 

ハンチントン病 796 総 数 679,335 

特定疾患医療受給者証所持者数 

平成２１年度衛生行政報告例 
※疾患名は平成２１年４月１日時点、医療受給者証所持者数は平成２１年度末時点。 
※平成２１年１０月に１１疾患の追加があった。 
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第２項先進医療届出受理数 第３項先進医療承認数 特定疾患治療研究事業の取扱患者数 

特定機能病院の先進医療の実施状況と特定疾患治療研究事業の対象疾患の診療実績 

○ 特定機能病院における先進医療の届出受理件数（第２項）、承認数（第３項）の合計をみたところ、最大で１５件、平均は５．２ 
  件。 
○ また、特定機能病院における特定疾患治療研究事業の取扱患者数をみたところ、最大で１７，５７４人、平均は２，４１８人。５００ 
 人を下回ったのは２病院。 

平成２２年度の特定機能病院の業務報告を基に作成 

※先進医療とは、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術について、有効性等を確保するために一定の施設基準を 
  設定し、保険診療との併用を認めるもの。 
※第２項先進医療は、薬事法上の承認を受けた医薬品・医療機器を用いた医療技術であって、今後保険導入の検討を行う対 
  象とする医療技術。 
※平成２１年度の実績 

提供する先進医療が保険収載され
たことにより、先進医療の実施件数
が０件となった場合には、おおむね
３年以内を目途に、適合するように
すべきものとしている。 



特定機能病院における治験契約の状況 
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各都道府県の医療機能情報提供制度ＨＰ（平成23年４月18日時点）より作成 

（ヶ所） 

○ 特定機能病院（平成23年４月現在で８３病院）における治験の契約件数をみたところ、契約件数が把握できた 
  のは７２病院であり、契約件数は０件から３３６件まで分布。平均契約件数は４１．７件。 

○特定機能病院の承認を行うにあたって、例えば、以下の項目について特定機能病院の承認要件の中に位置づけたり、ある 
  いは取り組みの一層の強化を求めてはどうかとの指摘があり、検討が必要である。 
    （５）高度な治験の実施 

医療施設体系のあり方に関する検討会「これまでの議論を踏まえた整理」での指摘事項 



＜現状＞ 

○ 日本で行わ
れる臨床研究
に対する支援
や制度上の制
約が障壁とな
り、日本発の
シーズが革新
的な医薬品・医
療機器の開発
につながってい
ない。 

 
○ 企業の治験
着手の遅れ、
治験の実施や
承認審査に時
間がかかる等
により、欧米と
の間に、ドラッ
グ・ラグ、デバ
イス・ ラグが
生じている。 

革新的新薬・医療機器創出のための臨床研究中核病院の創設 

現状では、欧米に
比べ、早期・探索
的臨床試験のイン

フラが不十分 

早期・探索的 
臨床試験 

○個別の臨床試験に以下 
 の費用が必要 
 ・治験薬の製造 
 ・データモニタリング業務 
 ・データ管理業務   等 

実施 

大学・研究所 
ベンチャー企業 

薬事戦略 
相談 

有望なシーズを 
速やかに臨床試験へ 

○特定領域（癌、神経・精神、 
脳心血管等）において１５ヶ所 
程度 
 ・企画、立案、評価のための 
 人材が重要。 
  ①医師（臨床試験の精通者） 
  ②臨床研究コーディネーター 
  ③生物統計家 
  ④プロジェクトマネージャー 
  ⑤関係法令の精通者 等 
 ・設備整備 
 ・新規薬物等の品質確保 
 ・非臨床試験       等   
 

臨床研究中核病院 
国際水準で臨床研究を
行う特定分野の拠点病院 

世界に先駆けた 
日本発の革新的 
新薬・医療機器 
を創出 

集中検討会議（５／１９）提出資料を一部補正 
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診療実日数／件数 点数／件数 

病院類型ごとにみたレセプト１件当たりの診療実日数と総点数 

○病院類型ごとにレセプト１件当たりの診療実日数と総点数をみたところ、病院全体では、入院については１件当たり１７．２日、 
 約４５，０００点であり、入院外については１件当たり１．６日、約１，６５０点であった。 
○特定機能病院についてみると、入院については１件当たり１２．６日、約６４，０００点であり、レセプト１件当たり総点数は最も高 
 かった。入院外については１件当たり１．３日、約１，８００点であり、レセプト１件当たり診療実日数は最も短かった。 

＜入院＞ ＜入院外＞ 

平成２１年社会医療診療行為別調査に基づき作成 ※調査対象は、平成２１年６月審査分のレセプト 
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0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  

医師などの専門性や経歴 

医師、看護師などの配置や人数 

診察や検査・治療などの待ち時間 

受けることができる検査や治療方法の詳細 

治療に要する平均的な通院期間 

生存率、合併症発生率などの治療結果 

治療に要する費用や支払いの方法 

実施している治験の治験薬 

安全のための取り組み 

連携している医療機関や福祉施設 

必要でなかった 

総数 特定機能病院 地域医療支援病院 

○ 病院を選択する際に必要とした情報を聞いたところ、外来患者、入院患者のいずれも「医師などの専門性や経 
  歴」と回答する者が多く、特に特定機能病院において多かった。また、外来患者よりも入院患者の必要とする情報 
  が多い傾向にあった。  

病院を選択する際に必要とした情報①（複数回答） 

（出典）平成２０年受療行動調査に基づき作成 

入院 
（単位：％） 

外来 

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  



0.0  50.0  100.0  150.0  

医師などの専門性や経歴 

医師、看護師などの配置や人数 

診察や検査・治療などの待ち時間 

受けることができる検査や治療方法の詳細 

治療に要する平均的な通院期間 

生存率、合併症発生率などの治療結果 

治療に要する費用や支払いの方法 

実施している治験の治験薬 

安全のための取り組み 

連携している医療機関や福祉施設 

必要でなかった 

特定機能病院 地域医療支援病院 

○ 病院を選択する際に必要とした情報について、病院全体において各情報を必要とした者の割合を１００として、 
  病院の種類ごとに比較を行った。 
○ 「生存率、合併症発生率などの治療結果」、「実施している治験の治療薬」などの情報を必要とする患者は、特 
  に特定機能病院において多くなっている。 

病院を選択する際に必要とした情報②（複数回答） 

（出典）平成２０年受療行動調査に基づき作成 

入院 外来 

0.0  50.0  100.0  150.0  200.0  
（単位：％） 



専門医研修施設として認定されている特定機能病院数について 

※ 眼科、脳神経外科、放射線科、病理科及び臨床検査科につい
ては、認定施設及びそれに準ずる施設の合計 

（社）日本専門医制評価・認定機構のホームページ（2010年度版 http://www.japan-senmon-i.jp/data/facility.html）のデータを加工 

研修施設として認定されている分野数 

特
定
機
能
病
院
数 

特
定
機
能
病
院
数 

○特定機能病院について、各学会において専門医研修施設として認定されている分野数と、診療科目ごとの認定 
  数をみると以下のとおり。 

○特定機能病院の承認を行うにあたって、例えば、以下の項目について特定機能病院の承認要件の中に位置づけたり、ある 
  いは取り組みの一層の強化を求めてはどうかとの指摘があり、検討が必要である。 
  （６）後期研修のプログラム 

医療施設体系のあり方に関する検討会「これまでの議論を踏まえた整理」での指摘事項 

http://www.japan-senmon-i.jp/data/facility.html�

